
     

図-2 広域避難地と標高との関係        

衛星利用型地形社会モデルによる鎌倉の津波人命リスクの評価と対策 
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１．目的  

 南関東地震の震源に近い湘南地域は，家屋倒壊や津

波遡上のリスクが高く，首都圏の中でも特に注目地域

として減災の抜本的具体策を立案するのが望ましい．

その中でも文化観光都市として重要な鎌倉市は，津波

遡上に対する避難に当たって住民ばかりでなく土地不

案内な観光客が多く,鶴岡八幡宮への小町通りの密集

商店街は、人々が賑わう密集地帯となっている．著者

は鎌倉市について，高規格海岸道路と観光車両の駐車

場を埋設しながら広域避難地を内蔵した津波防災松林

丘陵（図-1）の建設を提案してきた．その築造意義と

人命リスクを評価したので報告する． 

２．津波減災の研究対象域 

本研究では，三連動の東南海地震と慶長型南関東地

震の津波対策を念頭に，藤沢市から鎌倉市および逗子

市を研究対象として選定した．最初に，人命損失の視

点から倒壊と漂流し易い木造住宅の分布を抽出するた

めに，衛星利用の最尤法によって土地被覆を分類した．

使用した衛星は ALOSの 2009年 4月 13日の可視・近赤

外データである．AVNIR の分解能は 10ｍと高い．土地

被覆分類結果から，木造住宅域（桃色）と，避難地と

しての公園・森林域（緑色）を示している．次に地形

の特徴として鎌倉は鎌倉幕府立地の要衝として知られ，

三方を山で囲まれている．そのため，遡上高が更に高

まる不利な地形ではあるが，山裾取り付け閉口型の防

災丘陵を築き易い長所でもある． 

３．津波避難人命リスク評価モデル 

津波遡上による避難時の人命リスクについて，以下

のようにモデル化している．基本となる形式は，首都

の震災に伴う同時火災時において，密集木造住宅地域

からの避難の際に関わる要因を考慮しながら定式化し

た衛星利用型のグリッドモデルである．津波避難にあ

たっては，新たな要因として津波による浸水深が加わ

っている．その浸水深は浸水高と標高値から求められ

る．人命危険度Riskは人口数単位とし，浸水深が基準の

値を超えると死亡と判定するポテンシャルモデルであ

る．避難の基準となる距離は到達時間に依存するが，

避難開始の遅れを考慮し，500mを越えると危険とした． 

 

 

ここに，Risk ：津波避難人命危険リスク, Ddp  ：住

民人口密度(人/500m四方当たり), Dp0   :人口密集地

区基準値 = 4,000(人/km2), AGr ：高齢化率(%，500

ｍ四方単位), WHr ：補正用木造住宅率(%，70m四方

平均値）, 10m解像度である ALOSの 49pixels平均値, 

WH0 ：市内木造平均住宅率, Dist ：広域避難地まで

の避難距離(km), D0 ：基準とした津波避難直線距

離 = 500m, Hfl ：津波遡上の浸水深 Dfl（地点にお

ける浸水高 Hfl-標高値 Hel）, Hf0 ：死亡水深（0.3m

とした．転倒を考慮） 

避難の基準となる距離は津波到達時間により異な

る。慶長地震型や元禄型南関東地震の場合も,最大の

津波高とは異なった第二，第三波の到達時間の短い

津波が危険と考えられる． 

４．人命リスク計算の使用データ 

 モデルの要因として，人口密度，木造住宅率，広域

避難所への避難距離，津波遡上による浸水深である．

同時火災避難のリ

スクモデルに，人

口密度と浸水深が

新たに考慮されて

いる．使用した内

閣府提供の地形デ

ータは，東南海地

震9系の海陸の地

形データであり，

日本測地系となっ

   

図-1 高規格道路と避難地を内臓型津波防災丘陵 
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ている．一方，使用した衛星データは世界測地系であ

り異なる．また，衛星データは 衛星の軌道は北に対

して傾斜角9.715204°ばかり傾いている．これらの各

データを内閣府の日本測地系に整合化せねばならない．

更に，内閣府の地形データのメッシュ値は10mであるの

で，この解像度に統一した． 広域避難地や緊急避難空

地への避難距離は，各メッシュ地点から最も近い広域

避難地・緊急避難空地への直線距離とした．鎌倉市中

心街について，広域避難地と緊急避難空地を表１に示

した．これらの避難地と標高との位置関係を図-2に示

した．海岸からの若宮大路周辺が避難地の空白域であ

る．この配置に基づき，木造家屋があるメッシュ毎に

全ての避難地への直線距離を計算し，最も近い距離を

避難距離と判定した．木造住宅率(%)は70m四方平均値

であり，10m解像度であるALOS衛星の7×

7pixel=49pixels平均値で表しており，密集住宅地の指

標となる．鎌倉市内中心部の木造住宅率分布を図-3に

示した．市の南東部の材木座と南西部の江の島電鉄沿

線の木造住宅率が高い．日本地図センターが提供する

500mメッシュの人口データを基に，鎌倉市中心部の人

口密度分布を図-4に示した．木造住宅率分布を利用し

て10mメッシュの人口密度を推定している．  

５．人命リスク計算結果の評価 

 津波遡上の避難人命リスクモデルによる計算結果を

図-5に示した．鎌倉駅南部から材木座にかけて津波避

難人命リスクが高く，その人口は住民だけでも約

15,310人であった．その原因は以下の通りである． 

1）高密度人口密集域が材木座周辺である．  

2）材木座から駅東南部に高い木造住宅域が分布する．  

3）由比ヶ浜や海岸域が，広域避難所から最も遠い． 

4）若宮大路一帯が東西の広域避難地から離れている． 

5）標高が低く，津波浸水深が大きい．  

これらの要因が総合されて，材木座から駅南部にかけ

た地区が危険地域となっていることが分かる． 

６．まとめ  

 震災時の津波による人命リスクを評価した。本研究

の結論は次の通りである．衛星データから得られる木

造住宅分布と広域避難場所の所在地，標高の地理情報，

そして500ｍメッシュの人口密度データを使用し，津波

人命リスクの地域分布を評価した。最も危険な地域は,

鎌倉駅南部から材木座であった。 
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表 1 鎌倉市中心部の広域避難場所と主要な緊急避難空地
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図-3 市中心部の木造住宅密集率   図-4 鎌倉市中心部の人口密度分布 

  

図-5 津波避難人命リスク分布  
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